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１２ 年 国 調
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722

1,250
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第 ３ 次
6,019

78.0

6,478

76.7
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

2,030,523

6,823 0.2

面 　 積

人 口 密 度

(k㎡)

(人)

77.83

195

6,823 0.2
2,440 0.1

都 道 府 県 名

22

静 岡 県

団 体 名

3018

東伊豆町

市 町 村 類 型 Ⅳ－２

地方交付税種地 1 - 1

歳 入 の 状 況
区 分 決 算 額 構 成 比 経常一般財源等 構 成 比

地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金
ゴルフ場利用税交付金
特別地方消費税交付金
自 動 車 取 得 税 交 付 金
軽 油 引 取 税 交 付 金
地 方 特 例 交 付 金 等

地 方 交 付 税
普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金
分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

2,399,142 53.4 2,399,142 70.5
64,811 1.4 64,811 1.9

2,440 0.1
1,027 0.0

143,835 3.2 143,835 4.2
25,683 0.6 25,683 0.8

- - - -
38,701 0.9 38,701 1.1

- - - -

6,373 0.1 6,373 0.2

802,294 17.9 635,155 18.7
635,155 14.1 635,155 18.7
167,139 3.7 - -

3,500,178 78.0 3,333,039 98.0
2,003 0.0 2,003 0.1
26,657 0.6 - -
45,856 1.0 13,530 0.4
10,244 0.2 - -

126,217 2.8 - -
- - - -

248,363 5.5 - -
83,150 1.9 42,362 1.2
5,773 0.1 - -
73,190 1.6 - -
33,486 0.7 - -
67,738 1.5 11,511 0.3

266,000 5.9 - -

4,488,855 100.0 3,402,445 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法 定 外 普 通 税

旧 法 に よ る 税

2,235,998

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水 利 地 益 税 等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

2,235,998 93.2 -

93.2 -
671,345 28.0 -
29,600 1.2 -
507,118 21.1 -

-

63,377 2.6

-

-
71,250

-

3.0 -

-

1,410,146 58.8

-

1,402,519 58.5

-

24,781 1.0
129,726 5.4

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-

163,144 6.8

163,144 6.8
163,144 6.8 -

- - -
- - -

-

指 定 団 体 等

児童手当特例交付金

特 別 交 付 金

低 開 発

旧 産 炭

山 振
1,027

過 疎

給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

市 町 村 圏

現 在 高

財 政 再 建
指数表選定

財 源 超 過

15,422 0.3

×

×

○
0.0

×

15,422

×

×

○

○

-

×

○

×

区 　 　 　 　 分 平成 2 0年度 (千円 ) 平成 1 9年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

4,488,855 4,937,422
4,338,550 4,833,936
150,305 103,486
21,940 2,741
128,365 100,745
27,620 -53,698

- 8
- -

65,500 79,685
-37,880 -133,375

平成２０年度

一

般

職

員

等

区 　 　 　 分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員
うち技能労務員

教 育 公 務 員

消 防 職 員

臨 時 職 員

合 計

115 353,240 3,072

9 23,750 2,639

17 54,130 3,184

33 105,590 3,200

- - -

165 512,960 3,109

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

○

○

○

×

○

×

×

し 尿 処 理 ○

ご み 処 理 ○

火 葬 場 ○

×常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 20.04.01 6,090

副市区町村長 1 20.04.01 5,500

収 入 役 - - -

教 育 長 1 20.04.01 4,870

議 会 議 長 1 15.04.01 2,400

議 会 副 議 長 1 15.04.01 1,840

議 会 議 員 10 15.04.01 1,680

性 質 別 歳 出 の 状 況
区 分 決 算 額 構 成 比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 1,333,234 30.7 1,243,800 1,210,082 33.8
う ち 職 員 給 936,812 21.6 857,612 - -

扶 助 費 284,602 6.6 117,921 86,027 2.4
公 債 費 522,521 12.0 522,521 522,521 14.6

元 利 償 還 金 521,846 12.0 521,846 521,846 14.6
一 時 借 入 金 利 子 675 0.0 675 675 0.0

( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

2,140,357 49.3 1,884,242 1,818,630 50.9
568,644 13.1 529,164 320,618 9.0

維 持 補 修 費 25,896 0.6 23,045 23,045 0.6
補 助 費 等 925,626 21.3 819,021 665,119 18.6

うち一部事務組合負担金 417,941 9.6 417,941 417,941 11.7
繰 出 金 336,703 7.8 287,043 277,191 7.8
積 立 金 13,121 0.3 - - -
投資・出資金・貸付金 1,120 0.0 1,120 - -
前 年 度 繰 上 充 用 金 - - -

327,083 7.5投 資 的 経 費 172,597
26,362 0.6う ち 人 件 費 26,362

320,785 7.4普 通 建 設 事 業 費 168,058

0.5

0.4

3,095

253,406 5.8 156,306
災 害 復 旧 事 業 費

17,267 9,313

6,298 0.1 4,539
-失 業 対 策 事 業 費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

4,338,550 100.0 3,716,232

内
訳

経常経費充当一般財源等計

86.8

千 円

経  常  収  支  比  率

3,866,537

％ ％

13.5

(減収補てん債(特例分)
 及び臨時財政対策債除く)

平成19年度 (千円)

15.6

2,613,259

うち減収補てん債(特例分)

議 会 費
区  分 決 算 額 (Ａ)

61,837
構成比

1.4

( Ａ ) の う ち
普 通 建 設 事 業 費

-

( Ａ ) の
充 当 一 般 財 源 等

61,837
総 務 費 810,153 18.7 10,559 693,337
民 生 費 1,004,510 23.2 13,278 713,540

640,389衛 生 費 14.8 19,929 618,923
労 働 費 - - - -
農 林 水 産 業 費 151,909 3.5 89,305 75,418
商 工 費 186,645 4.3 54,305 162,325
土 木 費 135,886 3.1 65,469 117,871
消 防 費 343,679 7.9 42,868 299,901
教 育 費 474,723 10.9 25,072 446,020
災 害 復 旧 費 6,298 0.1 - 4,539
公 債 費 522,521 12.0 - 522,521
諸 支 出 費 - - - -
前年度繰上充用金 - - - -

2,642,204

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 4,338,550 100.0 320,785 3,716,232

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合 計

病 院

上 水 道

工 業 用 水 道

交 通

国民健康保険

そ の 他

339,934

3,231

-

-

-

118,260

218,443

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 92,502

再 差 引 収 支 74,948

加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 3,287

被 保 険 者 数 ( 人 ) 6,037

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 98

国 庫 支 出 金 88

保 険 給 付 費 223

区 　 　 　 分 平成20年度 (千円)

3,405,191

基 準 財 政 収 入 額 2,025,011
基 準 財 政 需 要 額 2,662,723
標 準 税 収 入 額 等 2,623,647
標 準 財 政 規 模 3,431,821
財 政 力 指 数 0.78
実 質 収 支 比 率 3.7
経 常 一 般 財 源 等 比 率 99.1
公債費負担比率

-実質赤字比率 -

将来負担比率

-

積 立 金 財  調 335,139
減  債 -
特 定 目 的 48,751

地 方 債 現 在 高 4,368,203

1,390 0.0

（
支
出
予
定
額
）

物 件 等 購 入 -
保 証 ・ 補 償 -
そ  の  他 191,765
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 453,780
徴
収
率

現
年

計
96.4 80.9
95.6 88.5
96.0 75.9

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)

(％)

(％)

(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

う ち 補 助
う ち 単 独

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

台
帳
人
口

0.79

債
務
負
担
行
為
額

25

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

- - - -
173,000 3.9 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。
２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。
３．平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で健全化判断比率を算定していない団体については、「－」としている。

法 定 目 的 税

-

-

-法 定 外 目 的 税

2,399,142

- -

100.0

3.0
100.3

-

14.1

81.4 93.6
330,639

-
35,630

4,546,776

1,390

の 指 定 状 況

15.3実質公債費比率(％)

-
-

213,600
-
-

453,780
96.9 79.6
96.1 89.4
96.6 73.4

連結実質赤字比率(％)

×

×

健
全
化
判
断
比
率

0.1 3,095 0.1

3,104,603

91.2

旧 新 産

旧 工 特

減収補てん特例交付金 4,564 0.1 4,564 0.1

0.0地方税等減収補てん臨時交付金


